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令和６年（2024年）10月 30日（水）午後２時から 

鎌倉市役所 第３分庁舎 講堂 

 

１ 開 会 

 

２ 会長及び副会長選出 

 

３ 議案 

議案第１号 鎌倉都市計画特別緑地保全地区（植木特別緑地保全地区）の決定

について 

議案第２号 鎌倉都市計画生産緑地地区の変更について 
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鎌倉都市計画特別緑地保全地区（植木特別緑地 

保全地区）の決定について 
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鎌倉都市計画特別緑地保全地区の決定（鎌倉市決定） 

都市計画特別緑地保全地区を次のように決定する。 

名称 面積 備考 

植木特別緑地保全地区 約３．０ha 

｢位置及び区域は計画図表示のとおり｣ 

理 由 

別紙理由書のとおり 

資料１
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理  由  書 

 

 

鎌倉市は三浦半島の基部に位置し、南は相模湾に面し、温暖な気候と山・海の豊

かな自然に恵まれた都市であり、「古都としての風格を保ちながら、生きる喜びと

新しい魅力を創造するまち」の実現に向け、鎌倉市都市マスタープランにおいて、

「くらしに自然・歴史・文化がいきる古都鎌倉」を基本理念としています。 

第３次鎌倉市総合計画第４期基本計画の将来目標では「都市環境を保全・創造す

るまち」を掲げ、実施計画において、取組の方向性として地域制緑地の指定等によ

る緑地の保全を行うこととしています。 

鎌倉都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針では、優れた自然的景観

を有する緑地や火災の延焼を防止する防災機能及び緑の回廊を構成するビオトー

プ空間を有する緑地等は、特別緑地保全地区の指定を図ることを方針としています。 

また、鎌倉市都市マスタープランにおいては、当計画地について古都保存法以外

の法により緑の保全を図ること、鎌倉市緑の基本計画においては、市街地の背景を

なす自然景観を保全するとともに、点的なビオトープ空間としての機能を確保する

ため、特別緑地保全地区の指定を方針としています。 

こうしたことから、今回、本案のとおり特別緑地保全地区を定めるものです。 
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経 緯 書 

 

植木特別緑地保全地区 

 

都市計画決定の経緯 

 なし 

 

今回の都市計画決定の経緯 

平成８年４月 緑の基本計画で植木地区を特別緑地保全地区の候補地       

に位置付ける。 

令和４年３月 １日 鎌倉市緑の基本計画の改定し、引き続き特別緑地保全地

区指定候補地とする。 

令和５年３月 21日 特別緑地保全地区の指定について土地所有者に説明し、 

～令和６年２月 29日 指定の理解を得る。 

令和６年４月 18日～５月２日 原案の縦覧（鎌倉市まちづくり条例施行規則第 26条） 

令和６年５月 28日 公聴会の開催（都市計画法第 16条１項） 

令和６年５月 21日 都市計画案を神奈川県知事に協議（都市計画法第 19 条

３項） 

令和６年７月 23日～８月６日 案の縦覧（都市計画法第 17条１項） 

令和６年 10月 30日 鎌倉市都市計画審議会（付議） 

令和●年●月 ●日 都市計画決定・告示 
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都市計画を定める土地の区域 

 

追加する部分 

  鎌倉市植木字植谷戸及び字相模陣地内 

 

削除する部分 

 なし 

 

変更する部分 

なし 
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植木特別緑 地保全地区面積 約３．０ha

３・４・２由比ガ浜 関谷線

玉縄城址特別緑 地保全地区

生産 緑 地地区
No17

生産 緑 地地区No16

鎌 倉 市

件 名 鎌倉都市 計画特別緑地 保全地 区の決定
植木特別緑地 保全地 区

図 面の名称 計 画 図
縮 尺 １／ 2,500
番 号 1 ／ 1
作成年 月 日 令 和 年 月 日

市 町名
事項

±

境 界 備 考
① ～ ② 地 番 界 別添公図 写しのとおり

（1枚目/8枚中）
② ～ ③ 現 地 杭 界
③ ～ ④ 地 番 界 別添公図 写しのとおり

（2枚目/8枚中）
④ ～ ⑤ 現 地 杭 界
⑤ ～ ⑥ 地 番 界 別添公図 写しのとおり

（2から4枚目/8枚中）
⑥ ～ ⑦ 現 地 杭 界
⑦ ～ ⑧ 地 番 界 別添公図 写しのとおり

（5枚目/8枚中）
⑧ ～ ⑨ 現 地 杭 界
⑨ ～ ⑩ 地 番 界 別添公図 写しのとおり

（5から7枚目/8枚中）
⑩ ～ ⑪
⑪ ～ ⑫ 地 番 界 別添公図 写しのとおり

（8枚目/8枚中）
⑫ ～ ① 道 路 界

凡 例
番 号 間

道 路 界
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議案第１号 鎌倉都市計画特別緑地保全地区の決定について

令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会

都市計画法第8条第1項第12号に規定さ
れた地域地区の１つ

議案第１号

鎌倉都市計画特別緑地保全地区

（植木特別緑地保全地区）の決定
について

資料２

0



議案第１号 鎌倉都市計画特別緑地保全地区の決定について

令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会 1

第３次鎌倉市総合計画第４期基本計画の将来目標では「都市環境を保
全・創造するまち」を掲げ、実施計画において、取組の方向性として地域
制緑地の指定等による緑地の保全を行うこととしています。
鎌倉都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針では、優れ
た自然的景観を有する緑地や火災の延焼を防止する防災機能及び緑の
回廊を構成するビオトープ空間を有する緑地等は、特別緑地保全地区
の指定を図ることを方針としています。
また、鎌倉市都市マスタープランにおいては、当計画地について古都
保存法以外の法により緑の保全を図ること、鎌倉市緑の基本計画にお
いては、市街地の背景をなす自然景観を保全するとともに、点的なビオ
トープ空間としての機能を確保するため、特別緑地保全地区の指定を方
針としています。
こうしたことから、今回、本案のとおり特別緑地保全地区を定めるもの
です。

■決定理由



議案第１号 鎌倉都市計画特別緑地保全地区の決定について

令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会

（都市緑地法第12条第１項 特別緑地保全地区に関する都市計画）
第十二条（抜粋） 都市計画区域内の緑地で次の各号のいずれかに該当する土
地の区域については、都市計画に特別緑地保全地区を定めることができる。
一 無秩序な市街地化の防止、公害又は災害の防止等のため必要な遮断地
帯、緩衝地帯又は避難地帯若しくは雨水貯留浸透地帯（雨水を一時的に貯
留し又は地下に浸透させることにより浸水による被害を防止する機能を有する
土地の区域をいう。）として適切な位置、規模及び形態を有するもの
二 神社、寺院等の建造物、遺跡等と一体となつて、又は伝承若しくは風俗慣
習と結びついて当該地域において伝統的又は文化的意義を有するもの
三 次のいずれかに該当し、かつ、当該地域の住民の健全な生活環境を確
保するため必要なもの
イ 風致又は景観が優れていること。
ロ 動植物の生息地又は生育地として適正に保全する必要があること。

特別緑地保全地区の概要
■指定要件

鎌倉市においては、現在１１箇所 約49.4haを指定
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議案第１号 鎌倉都市計画特別緑地保全地区の決定について

令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会

■地区内での行為の制限
（都市緑地法第14条第１項 特別緑地保全地区における行為の制限）
第十四条（抜粋） 特別緑地保全地区内においては、次に掲げる行為は、都道府
県知事等の許可を受けなければ、してはならない。
一 建築物その他の工作物の新築、改築又は増築
二 宅地の造成、土地の開墾、土石の採取、鉱物の掘採その他の土地の
形質の変更
三 木竹の伐採
四 水面の埋立て又は干拓
五 前各号に掲げるもののほか、当該緑地の保全に影響を及ぼすおそれのある
行為で政令で定めるもの

■優遇措置
○主な優遇措置
・相続税が、山林及び原野については、８割評価減
・固定資産税が最大１/２まで減免（鎌倉市市税条例に基づき、固定資産税、
都市計画税が課さない）
・行為の不許可処分を受けた場合、土地所有者は、市に土地の買入れを申出る
ことができる。（譲渡所得に 2,000 万円の控除）または、通常生ずる損失を補償
する
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議案第１号 鎌倉都市計画特別緑地保全地区の決定について

令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会

位置図（総括図）

今回の決定する区域

既決定の特別緑地保全地区

大船駅
植木特別緑地保全地区
面積 約３．０ha

梶原五丁目特別緑地保全地区

常盤山特別緑地保全地区手広・笛田特別緑地保全地区

等覚寺特別緑地保全地区

寺分一丁目特別緑地保全地区

昌清院特別緑地保全地区
上町屋特別緑地保全地区

天神山特別緑地保全地区

岡本特別緑地保全地区

城廻特別緑地保全地区 玉縄城址特別緑地保全地区

鎌倉駅

4

既決定の鎌倉近郊緑地特別保全地区



議案第１号 鎌倉都市計画特別緑地保全地区の決定について

令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会

位置図（総括図詳細）

大船駅

地区北側からみた状況

地区南側からみた状況
地区中央の状況

地区中央の状況
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議案第１号 鎌倉都市計画特別緑地保全地区の決定について

令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会 6

上位計画等との整合
●第３次鎌倉市総合計画 第４期基本計画
分野（１）みどり
施策の方針①緑の保全等

目標とするまちの姿
緑地が良好に維持されることで、その機能が十分に発揮され、快適で災害に強い都市
環境が保全されています。市街地の緑を維持管理する担い手の育成が継続的に行われ、
市民の自発的な活動が活発に行われています。

主な取組
（１）緑の保全・質の充実
国･県と協力しながら広域的な緑地保全を推進します。また、良好な緑地環境を維持す
るために市が保有する緑地の活用方策を検討するとともに、民有緑地の所有者への支
援と維持管理の担い手の育成を継続し、緑の質の充実に努めます。

施策の方針の成果指標
③特別緑地保全地区指定面積 令和7年度 54.3ha



議案第１号 鎌倉都市計画特別緑地保全地区の決定について

令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会 7



議案第１号 鎌倉都市計画特別緑地保全地区の決定について

令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会

上位計画等との整合

●鎌倉都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（整開保）
第２章 鎌倉都市計画区域の都市計画の方針
３ 主要な都市計画の決定の方針
（４）自然的環境の整備又は保全に関する都市計画の決定の方針
③実現のための具体の都市計画制度の方針
ア 樹林地の保全と活用
（ウ）特別緑地保全地区

優れた自然的景観を有する緑地や火災の延焼を防止する防災機能
及び緑の回廊を構成するビオトープ空間を有する緑地等について指定
を図る。

④主要な緑地の確保目標
イ おおむね10年以内に指定することを予定する主要な地域地区、
または整備することを予定する主要な公園緑地等
特別緑地保全地区 植木地区
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議案第１号 鎌倉都市計画特別緑地保全地区の決定について

令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会 9



議案第１号 鎌倉都市計画特別緑地保全地区の決定について

令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会 10

上位計画等との整合

●鎌倉市都市マスタープラン
部門別方針/自然環境の保全・回復の方針(62ページ)
３．具体的な方針
１）独自の地形をいかした骨格的な緑地構造の保全

(２)その他の都市を囲む骨格を造る緑地の保全
都市緑地法に基づく特別緑地保全地区の指定など、各種法規制の適用
及び買入れや市独自の保全制度の適用等、さまざまな手法の活用及び
検討による保全に努めます。

○図 自然環境の保全・回復の方針（65ページ）
当該地について、「古都保存法以外の法の適用・拡大」に位置付けている。



議案第１号 鎌倉都市計画特別緑地保全地区の決定について

令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会 11



議案第１号 鎌倉都市計画特別緑地保全地区の決定について

令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会 12

上位計画等との整合
●緑の基本計画
第３章 緑の将来都市像の実現のための方針
図３－１８ 実現のための施策の方針図
当該地を規制の厳しい法制度による緑地の保全・管理に位置付け

第４章 計画の実現に向けた考え方、施策と制度・事業の体系
４－５制度・事業の内容と方針
１）緑地保全に係る法制度の指定
特別緑地保全地区の方針について、候補地における、地区指定に向けた
取組を進める

第５章 特定地区の保全・整備・緑化の方針
５－１都市計画等により定める区域
３）特別緑地保全地区
（２）指定候補地及び緑地の保全の方針

当該地を指定候補地に位置付け



議案第１号 鎌倉都市計画特別緑地保全地区の決定について

令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会 13

第３章 緑の将来都市像の実現のための方針
図3-18 実現のための施策方針図



議案第１号 鎌倉都市計画特別緑地保全地区の決定について

令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会 14

第４章 計画の実現に向けた考え方、施策と制度・事業の体系
４－５制度・事業の内容と方針



議案第１号 鎌倉都市計画特別緑地保全地区の決定について

令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会 15

第５章 特定地区の保全・整備・緑化の方針



議案第１号 鎌倉都市計画特別緑地保全地区の決定について

令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会 16

これまでの取組経緯
平成３年７月
開発事業に伴い、緑地を移管（植木２号緑地）

平成８年４月～
緑の基本計画で当地区を特別緑地保全地区の候補地に位置付け

平成12年～平成14年
自然環境調査を実施

平成23年12月
区域内の一部で市民緑地の契約を
締結（約400㎡）

平成29年10月
市民緑地の区域拡大（約5,000㎡）

令和５年１１月
緑政審議会で区域設定の考えについて説明し、了承を得る。

～令和６年２月
候補地内の土地所有者全員から特別緑地保全地区へ指定の理解を得る。

市民緑地

植木２号緑地



議案第１号 鎌倉都市計画特別緑地保全地区の決定について

令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会

都市計画決定手続及び今後の予定

案
の
公
告
・
縦
覧

都
市
計
画
法
第
17
条
第
1
項

市
案
の
作
成

都
市
計
画
決
定
告
示

神
奈
川
県
へ

R6.7.23～
8.6

県
知
事
と
の
協
議

都
市
計
画
法
第
19
条
第
3
項

市
都
市
計
画
審
議
会

都
市
計
画
法
第
19
条
第
1
項

R6. 10.30
（本日）

R6.12
予定

R6.7.3
異存なしの回答

意見書０通
縦覧者０名
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議案第２号 

 

 

 

 

鎌 倉 都 市 計 画 生 産 緑 地 地 区 の 変 更 に つ い て 



目次 

   資料１ 法定図書 
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理由書 ………………………………………………………… ２ 

経緯書 ………………………………………………………… ３ 
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資料２ スライド資料 



鎌倉都市計画生産緑地地区の変更(鎌倉市決定) 

都市計画生産緑地地区を次のように変更する。

面 積 備 考

約１５．３ha 

鎌倉市城廻字中村において、箇所番号４を廃止 

鎌倉市上町屋字長島において、箇所番号１４１の区域の変更

「位置及び区域は計画図表示のとおり」

理 由

別添理由書のとおり

資料１

1



 
理    由    書 

 
 

「箇所番号４」について、農業の主たる従事者の故障により買取りの申出が

行われたが、買取りを行わず、あっせんも不調に終わったことから、生産緑地

地区を廃止するものである。 
「箇所番号 141」の一部について、生産緑地地区の指定から 30 年が経過し、

農地等所有者から、市に買取り申出が行われたが、買取りを行わず、あっせん

も不調に終わったことから、一部行為制限を解除した生産緑地地区を変更する

ものである。 

 

2



経  緯  書 

鎌倉都市計画生産緑地地区 

 

平成 ４年１１月１３日 鎌倉市告示第１０４号（当初） 
箇所数１３９箇所、面積 約１６．９ｈａ 
 

平成 ５年１２月２４日 鎌倉市告示第１６９号（変更） 
           箇所数１４８箇所、面積 約１７．９ｈａ 

 
平成 ６年１２月２２日 鎌倉市告示第１１０号（変更） 
            箇所数１４８箇所、面積 約１７．９ｈａ 
 
平成 ７年１２月２６日 鎌倉市告示第１４０号（変更） 
            箇所数１４９箇所、面積 約１８．１ｈａ 
 
平成 ８年１２月２５日 鎌倉市告示第１２９号（変更） 
            箇所数１４９箇所、面積 約１８．２ｈａ 
 
平成 ９年１２月２５日 鎌倉市告示第１４１号（変更） 
            箇所数１５１箇所、面積 約１８．４ｈａ 
 
平成１０年１２月２５日 鎌倉市告示第１３１号（変更） 
            箇所数１５１箇所、面積 約１８．５ｈａ 
 
平成１１年１２月２７日 鎌倉市告示第１６９号（変更） 
            箇所数１５１箇所、面積 約１８．５ｈａ 
 
平成１２年１２月２５日 鎌倉市告示第１６４号（変更） 
            箇所数１５１箇所、面積 約１８．４ｈａ 
 
平成１３年１２月２５日 鎌倉市告示第２０９号（変更） 
            箇所数１５１箇所、面積 約１８．５ｈａ 
 
平成１４年１２月１７日 鎌倉市告示第１７１号（変更） 
            箇所数１４６箇所、面積 約１８．１ｈａ 
 
平成１５年１２月２４日 鎌倉市告示第２３３号（変更） 
            箇所数１４６箇所、面積 約１８．１ｈａ 
 
平成１８年１２月１５日 鎌倉市告示第２２１号（変更） 
            箇所数１４５箇所、面積 約１８．０ｈａ 
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平成１９年１２月１９日 鎌倉市告示第２２５号（変更） 
            箇所数１４４箇所、面積 約１７．８ｈａ 
 
平成２０年１２月１７日 鎌倉市告示第２７３号（変更） 
            箇所数１４３箇所、面積 約１７．７ｈａ 
 
平成２１年１２月２１日 鎌倉市告示第２５３号（変更） 
            箇所数１４５箇所、面積 約１７．９ｈａ 
 
平成２２年１２月２０日 鎌倉市告示第２２１号（変更） 
            箇所数１４１箇所、面積 約１７．５ｈａ 
 
平成２３年１２月 ９日 鎌倉市告示第２０５号（変更） 
            箇所数１３９箇所、面積 約１７．４ｈａ 
 
平成２５年１２月１７日 鎌倉市告示第２０７号（変更） 
            箇所数１３８箇所、面積 約１７．３ｈａ 
 
平成２６年１１月 ４日 鎌倉市告示第１９０号（変更） 
            箇所数１３６箇所、面積 約１７．１ｈａ 

 
平成２８年１２月１３日 鎌倉市告示第２５２号（変更） 
            箇所数１３５箇所、面積 約１７．０ｈａ 
 
平成２９年１１月１４日 鎌倉市告示第１９１号（変更） 
            箇所数１３６箇所、面積 約１７．２ｈａ 
 
平成３０年１２月 ７日 鎌倉市告示第３１２号（変更） 
            箇所数１３４箇所、面積 約１６．９ｈａ 
 
令和 元 年１２月 ２日 鎌倉市告示第２７２号（変更） 
            箇所数１３６箇所、面積 約１７．１ｈａ 
 
令和 ３ 年 ２月１７日 鎌倉市告示第３６９号（変更） 
            箇所数１３５箇所、面積 約１７．１ｈａ 
 
令和 ３ 年１２月 ６日 鎌倉市告示第２２８号（変更） 
            箇所数１３５箇所、面積 約１７．０ｈａ 
 
令和 ４ 年１２月 １日 鎌倉市告示第２００号（変更） 
            箇所数１３４箇所、面積 約１６．９ｈａ 
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令和 ５ 年１１月３０日 鎌倉市告示第１８７号（変更） 
            箇所数１２１箇所、面積 約１５．４ｈａ 
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新 旧 対 照 表 

 

新旧の別 面積 箇所数 

新 約１５．３ha １２０箇所 

旧 約１５．４ha １２１箇所 

増減 －０．１ha －１箇所 
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都 市 計 画 を 定 め る 土 地 の 区 域 

 

１ 追加する部分 

なし 

 

２ 削除する部分 

  なし 

 

３ 変更する部分 

鎌倉市城廻字中村及び上町屋字長島地内 

7



件 名

図面の名称

縮 尺

番 号

作成年月日

鎌 倉 市

鎌 倉 都 市 計 画
生 産 緑 地 地 区 の 変

総 括 図

1／10 000

１／１

令和 年 月 日

市町名
事項

変更後
変更前

4 　廃止

141　区域の変更
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藤沢線

県道田谷

関
谷
陸
橋

50

50

50

40

40

32406
61.47

44.01
32412

32413
45.87

20.1

25.6

60.2

54.8
59.7

59.7

57.8

38.0

42.1

36.3

40.8

37.2

20.9

55.2

29.5

22.1

21.9

34.8
62.4

24.7

26.2

37.4

41.6

62.6

51.2

39.3

46.0

33.2

37.6

35.3

29.3

27.3

44.7

28.2

40.3

26.7

29.7

43.8

31.4

40.2

39.5

43.2

44.8

35.039.3

55.0

60.3

38.9

46.2

53.2

48.5

49.3

30.3

47.2

49.6

43.6

45.6

48.6

51.8

60.7

51.4

71.5

69.0

46.6

47.7

52.6

43.7

60.4

58.6

49.8

（造成中）

18

25

代
表
幅
員
：
３
２

３
・
２
・
１
　
横
浜
藤
沢
線

３・２・１　横浜藤沢線

３・４・２ 由比ガ浜関谷線

城廻

関谷

島ノ神

長者久保

打越

中村

下坪

石原谷戸

２・２・５　中村ひつじ公園

２・２・３１　中村ふくろう公園

２・２・４　清水小路公園

２・２・３　中村公園

清水小路

城宿

100ｍ0

※区域界は、特記のないものについては、地番界（本表右欄の
番号に対応する別添公図写しのとおり）である。

凡　　　例

変更前の区域

箇所番号 面積（㎡） 公図写し番号 備考

凡　　　例

大　字　界

小　字　界

行　政　界

市名

事項

件　　名

図面の名称

縮　　尺

番　　号

作成年月日

鎌倉都市計画
生産緑地地区の変更

鎌　倉　市

計　画　図

1/2,500

令和　年　　月　　日

164

2

1

163

4

670

1,710

0

(600)

2,550

1,480

廃止

1/2

4

1

2

163

164

藤　沢　市

4　廃止（600㎡）
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12

12

３
・
５
・
７
　
腰
越
大
船
線

代
表
幅
員
：
１
２

代表幅員：１２

３・５・７　腰越大船線

18

上町屋

寺分

長島

吉目

山ノ根

上陣出
堅
畑

町
屋
橋

神
鋼
橋

10

8

42401
31.64

220
19.83

24.78
42403

9.36
BM12

7.97.4

7.9
7.4

7.9

7.7

7.4

7.3

7.1

7.0

7.7

7.6

8.7 8.1

6.9

9.4

9.0

8.1

8.18.0

8.9

11.2

15.7

7.8

9.0

7.2

8.7

8.1

19.4

8.3

8.4

10.2

15.8

10.6

8.7

17.2

9.7

12.8

15.2

9.4

8.9

9.1

8.7

8.3

8.2

8.3

8.2

7.9

7.7

7.5

8.2

三菱プレシジョン

鎌倉事業所

泉光院

市富士塚子ども会館
ふじづか子どもの家

上町屋町内会館

天満宮

町屋川

長
島
ふ
な

公
園

（建設中）

吉目

山ノ根

上陣出
堅
畑

市名

事項

件　　名

図面の名称

縮　　尺

番　　号

作成年月日

大　字　界

小　字　界

鎌倉都市計画
生産緑地地区の変更

鎌　倉　市

計　画　図

1/2,500

谷戸

上町屋

池ノ下

129130

137

140

138

136

135

139

131
142

141　区域の変更（600㎡）

凡 例

箇所番号 面積（㎡） 公図写し番号 備考

134

132

133

※区域界は、特記のないものについては、地番界（本表右欄の
番号に対応する別添公図写しのとおり）である。

凡 例

変更前の区域

行　政　界

129

130

131

132

133

134

135

136

137

138

139

142

140

141 変更

上町屋

長島

1,260

1,750

830

2,960

880

1,820

810

1,170

1,550

1,700

670

1,810

（630）

600

690

100ｍ0 2/2

令和　年　　月　　日

３
・
５
・
７
　
腰
越
大
船
線

変更後の区域

藤　沢　市

３
・
４
・
５
　
深
沢
村
岡
線

141

陣出

寺分
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議案第２号 鎌倉都市計画生産緑地地区の変更について

令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会

都市計画法第8条第1項第14号に規定された
地域地区の１つ
変更内容
・生産緑地地区の廃止 １箇所
・生産緑地地区の区域の変更（縮小） １箇所

議案第２号

鎌倉都市計画生産緑地地区の
変更について

資料２

0



議案第２号 鎌倉都市計画生産緑地地区の変更について

令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会

■変更理由

●廃止 １箇所
農業の主たる従事者の故障により、市に買取り申出が行われたが、買取り
を行わず、あっせんも不調に終わったことから、行為制限を解除した生産緑
地地区を廃止するものである。

●区域の変更（縮小） １箇所
生産緑地地区の指定から30年が経過し、農地等所有者から、市に買取り申
出が行われたが、買取りを行わず、あっせんも不調に終わったことから、
一部行為制限を解除した生産緑地地区を変更するものである。

1



議案第２号 鎌倉都市計画生産緑地地区の変更について

令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会

生産緑地地区

平成4年11月13日（当初決定）
箇所数 ： 139箇所 面積 ： 約16.9ｈａ

令和５年11月30日（最終変更時）
箇所数 ： 121箇所 面積 ： 約15.4ｈａ

過去27回の変更

市街化区域内において、緑地機能及び多目的保留地機
能の優れた農地等を計画的に保全し、もって良好な都
市環境の形成に資することを目的として指定するもの

（都市計画運用指針 地域地区 生産緑地地区）

■鎌倉市の指定状況

議案第１号 鎌倉都市計画生産緑地地区の変更について
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議案第２号 鎌倉都市計画生産緑地地区の変更について

令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会

■ 生産緑地地区の指定要件
市街化区域内にある農地等で、次に掲げる条件に該当する一団の
ものの区域について都市計画に定めることができる。
・ 公害又は災害の防止、農林漁業と調和した都市環境の保全
等良好な生活環境の確保に相当の効用があり、かつ、公共施
設等の敷地の用に供する土地として適しているものであること。

・ 300㎡以上※の規模の区域であること。
(※鎌倉市では平成30年７月５日に条例を制定し300㎡以上に引下げ)
・ 用排水その他の状況を勘案して農林漁業の継続が可能な条
件を備えていると認められるものであること。

➢ 市街化区域内の農地としての土地利用が都市計画上明確に位置付けられるこ
ととなり、都市内で安心して農業が継続できる。

➢ 農地として管理することが義務付けられ、一定期間（30年）、農地以外の利用

ができないが、固定資産税の評価減や相続税の猶予等税制上の優遇措置が
ある。

■ 優遇措置

（生産緑地法第三条）

3



議案第２号 鎌倉都市計画生産緑地地区の変更について

令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会

生産緑地地区の一般的な解除

生産緑地地区の指定

・主たる従事者の死亡又は故障
または・生産緑地指定後30年経過

市町村長への
買取申出

買い取らない旨の通知

農林漁業希望者へあっせん

生産緑地法に基づく
行為制限の解除

価格の協議

公園、緑地等
として整備

買い取る旨の通知

農地等として
管理

買取る 買取らない

希望者あり 希望者なし

4



議案第２号 鎌倉都市計画生産緑地地区の変更について

令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会 5

位置図（総括図）

区域の変更（縮小）

廃止

大船駅



議案第２号 鎌倉都市計画生産緑地地区の変更について

令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会

大船駅

位置図（総括図詳細）

6

藤沢市

深沢地区



議案第２号 鎌倉都市計画生産緑地地区の変更について

令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会 7

位置図（総括図抜粋）

No.４（廃止）

中村公園

●所在地 鎌倉市城廻字中村472
●都市計画決定面積 600㎡⇒0㎡
●廃止理由 農業の主たる従事者の故障により、行為制限が

解除されたため
※特定生産緑地の行為制限も同時に解除（令和６年８月２１日公示済）

鎌倉しろやま
幼稚園

鎌倉しろやま
幼稚園

中村公園



議案第２号 鎌倉都市計画生産緑地地区の変更について

令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会 8

位置図（総括図抜粋）

No.141（変更）

●所在地 鎌倉市上町屋字長島376-1、376-2 ※朱書きの筆を解除

●都市計画決定面積 630㎡⇒600㎡
●変更理由 生産緑地地区の指定から30年経過し、行為制限が

一部解除されたため

変更後

変更前

町屋橋 町屋橋

長島ふな
公園

長島ふな
公園



議案第２号 鎌倉都市計画生産緑地地区の変更について

令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会

変更箇所一覧

9

箇所番号
変更前面積

（㎡）
変更後面積

（㎡）
内容 箇所数増減

４ 600 0 廃止 -1

141 630 600 変更
（縮小）

0

合計 1230 600 -1

縮小面積（㎡） 630



議案第２号 鎌倉都市計画生産緑地地区の変更について

令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会

生産緑地地区 新旧対照表

新旧 箇所数 面 積

新 １２０箇所 約１５.３ha

旧 １２１箇所 約１５.４ha

増減 -１箇所 約-０.１ha

※参考
変更前面積 約153,760 ㎡
変更後面積 約153,130 ㎡

10



議案第２号 鎌倉都市計画生産緑地地区の変更について

令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会

都市計画変更手続及び今後の予定

案
の
公
告
・
縦
覧

都
市
計
画
法
第
17
条
第
1
項

案
の
作
成

都
市
計
画
変
更
告
示

神
奈
川
県
へ

R6.9.26～
10.10

県
知
事
と
の
協
議

都
市
計
画
法
第
19
条
第
3
項

市
都
市
計
画
審
議
会

都
市
計
画
法
第
19
条
第
1
項

R6. 10.30 
（本日）

R6.12
予定

R6.9.20
異存なしの回答
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報告第１号 第８回線引き見直しに向けた取組状況について

令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会

報告第１号

第８回線引き見直しに向けた
取組状況について

おおむね10年後の将来人口予測のもと、都市計画

区域について「都市計画区域の整備、開発及び保
全の方針（整開保）」、「都市再開発の方針」、「住宅
市街地の開発整備の方針」を都市計画に定め、無
秩序な市街化を防止するため、都市計画区域を市
街化区域と市街化調整区域に区分（区域区分）する
（神奈川県決定）もので、県下一斉で各市町が作業
を進めている。

0



報告第１号 第８回線引き見直しに向けた取組状況について

令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会 1

見直しの背景

整開保等の基本方針

区域区分を行うための技術基準

・市街化区域への編入基準
・保留フレームの設定方法

等を規定

区域区分の基準

第８回線引き見直しの都市計画素案の作成

基本的基準

整開保等を変更する際の方針

・重点的な取組
・主要な都市計画の決定の方針

等を規定



報告第１号 第８回線引き見直しに向けた取組状況について

令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会 2

見直しの背景

①都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
都市計画区域の目標、区域区分の決定の有無、主要な都市計画（土地利用、道路や公園
等の都市施設整備、自然的環境の保全など）の決定の方針などを定める都市計画。

都市計画素案の概要

②区域区分
都市計画区域をすでに市街地になっている区域や計画的に市街化していく区域である

「市街化区域」と市街化を抑制する区域である「市街化調整区域」の２つに区分する都
市計画。

③都市再開発の方針
再開発の目標、土地の高度利用、都市機能の更新に関する方針などを定める都市計画。

④住宅市街地の開発整備の方針
住宅市街地のあり方や良好な住宅市街地の整備又は開発の方針などを定める都市計画。

⑤用途地域
土地利用の目的に応じて13種類に分かれた地域で、建築物の用途や規模などに関する

一定の項目を定める都市計画。



報告第１号 第８回線引き見直しに向けた取組状況について

令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会 3

見直しの背景

【線引き見直しの経緯】

当 初 決 定 昭和45（1970）年 ６月

第２回線引き見直し 昭和59（1984）年 ３月

第３回線引き見直し 平成 ２（1990）年12月

第４回線引き見直し 平成 ９（1997）年 ４月

第５回線引き見直し 平成13（2001）年11月

第６回線引き見直し 平成21（2009）年 ９月

第７回線引き見直し 平成28（2016）年11月

【今回】 第８回線引き見直し － 令和７（2025）年予定



報告第１号 第８回線引き見直しに向けた取組状況について

令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会

R6.9.6 ～ 9.27

縦覧（閲覧）、
公述申出の受付

R4.12.23

基本的基準策定
検討会からの提言や
県民意見募集をもと
に県が策定

4

これまでの検討経緯

R6.1.19

市都都市計画審議会
素案作成の方向性等を
報告し了承を得る

R6.2.21

市議会建設常任委員会
制度の概要、素案作成の
方向性等を報告し了承を
得る

R6.5.9,12

法16条都市計画説明会
制度の概要、素案作成の
方向性等を説明
意見等なし

R6.6.4

案の申出
市案をとりまとめ、神
奈川県に対し都市計画
の案となるべき事項を
申し出

今回



報告第１号 第８回線引き見直しに向けた取組状況について

令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会

自 令和６（2024）年９月 ６日（金）
至 令和６（2024）年９月27日（金）

5

縦覧（閲覧）の結果

受付期間

１件公述申出数



報告第１号 第８回線引き見直しに向けた取組状況について

令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会 6

縦覧（閲覧）の結果

公述意見の概要

自然災害対策について

公述人

Ａ氏

意見区分

整開保

意見区分

未記入
(※その他)

※意見の内容から
市の判断で
「その他」に分類



報告第１号 第８回線引き見直しに向けた取組状況について

令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会 7

縦覧（閲覧）の結果

A氏

上記案件の内容、即ち、神奈川県第
８回線引き見直しの内、課題：気候変
動の影響などによる災害の頻発・激甚
化、方向性：大規模災害などから命と
くらしを守る都市づくりについて、鎌
倉七切通しの内側、長谷地区を例にと
って、“何として人命を守る（津波災害
警戒区域づくりに関する法律（平成23
年12月）” 立場から現状の防災計画を
検証し、類似の人命危険度の地区と共
に、“津波災害警戒区域（市は未提出）”
たることを神奈川県知事に承認いただ
く事、並びに、広域大災害への対応を
確立するための提案を行いたい。

県知事に、津波による危険の
著しい区域（鎌倉七切通しの
内側にある長谷地区ほか類似
地区）について、現行の防災
計画を検証し「津波災害警戒
区域」としての指定の承認を
いただくとともに、広域大災
害への対応を確立するための
提案を行いたい。

意見全文 意見の要旨

※公述意見の要旨に対する考え方の整理は、公聴会の開催後、報告します。



報告第１号 第８回線引き見直しに向けた取組状況について

令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会 8

素案等の概要（整開保）

１ 都市計画の方針

２ 区域区分（線引き）の決定の有無及び

区域区分を定める際の方針

３ 主要な都市計画の決定の方針

構 成



報告第１号 第８回線引き見直しに向けた取組状況について

令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会 9

素案等の概要（整開保）

１ 都市計画の方針

目標年次：令和17（2035）年

都市計画の目標

① 集約型都市構造の実現に向けた都市づくり
key) 集約型都市構造の実現、既成市街地の魅力向上と交通ネットワークの確保、

新市街地の形成

② 災害からいのちと暮らしを守る都市づくり

key) 災害リスクを踏まえたまちづくり、災害レッドゾーンの土地利用規制

③ 地域の個性や魅力を生かした都市づくり
key) 地域の活性化に資するまちづくり

④ 循環型、脱炭素型、自然共生型の都市づくり
key) 脱炭素、農地・緑地の保全、グリーンインフラ

⑤ 広域的な視点を踏まえた都市づくり

key) 課題共有（流域治水プロジェクト、脱炭素等）



報告第１号 第８回線引き見直しに向けた取組状況について

令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会 10

素案等の概要（整開保）

２ 区域区分の決定の有無及び区域区分を定める際の方針

区域区分の有無 区域区分は定めるものとする

区域区分の決定方針

○ 市街化区域に編入できる区域

・令和２年時点で市街化している区域（開発整備等）

・令和17年までに優先的かつ計画的な市街化を図るべき区域

（集約型都市構造化に資する区域に限定）

○ 市街化調整区域に編入できる区域

・営農が継続されることが確実な農地や

傾斜地山林等の自然的環境が残された区域

・将来的に都市的土地利用を行う見通しがない

災害リスクの高い区域



報告第１号 第８回線引き見直しに向けた取組状況について

令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会 11

素案等の概要（整開保）

３ 主要な都市計画の決定の方針

土地利用
・都市マスタープランにも示されているように、計画的にまちづくり

を進める拠点などを除き、全体として、現状の土地利用を継承する。

都市施設の整備

○ 交通施設

・本市で発生している交通渋滞等を鑑み、公共交通の活用促進と

都市計画道路等の配置、整備を行う。

○ 下水道・河川

・流域治水への転換を推進し、あらゆる関係者が協働して、健全

な発展、安全性の向上等のため、総合的に整備を推進する。

○ ごみ処理施設・市場等

・社会情勢や行政計画を踏まえた施設の配置、整備を行う。
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令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会 12

素案等の概要（整開保）

３ 主要な都市計画の決定の方針

市街地開発事業
・都市機能の充実や都市基盤施設の整備等のため、持続可能な都市構

造形成の観点や地域の特性を踏まえた計画的な市街地開発事業を進
める。

自然的環境の整備・保全
・歴史的遺産等の自然的環境を保全、継承し、多様なライフスタイル

が実現できる都市環境の形成に向け、緑地、公園等の整備、保全を
行う。

都市防災
・発生が予想される大災害への備えとして、災害に強い都市づくりの

ため、ソフト・ハードの両面から防災・減災の施策を進める。
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令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会 13

素案等の概要（区域区分・用途地域）

１ 市街化区域への編入

２ 市街化調整区域への編入

３ 事務的変更

構 成
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令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会 14

素案等の概要（区域区分・用途地域）

１ 市街化区域への編入

二階堂地区（約62㎡）

《凡例》
変更を行う区域 大塔宮 鎌倉宮

史跡 永福寺跡
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令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会 15

素案等の概要（区域区分・用途地域）

１ 市街化区域への編入

二階堂地区（約62㎡）⇒ 令和２年時点で市街化している区域

《凡例》 併せて、

変更を行う区域 ⇒ 用途地域（市決定）も変更

市街化調整区域
用途地域無指定

風致地区(第２種)

市街化区域
第一種低層住居
専用地域
(建ぺい率40％、
容積率80％)
風致地区(第２種)
※変更なし

現行都市計画 変更後都市計画
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令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会 16

２ 市街化調整区域への編入

笹目町地区（約245㎡）

《凡例》
変更を行う区域

御成中学校

鎌倉文学館

素案等の概要（区域区分・用途地域）
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令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会 17

２ 市街化調整区域への編入

笹目町地区（約245㎡）⇒ 将来的に都市的土地利用を行う見通しがな

い災害リスクの高い区域

《凡例》 併せて、
変更を行う区域 ⇒ 用途地域（市決定）も変更

市街化区域
第一種低層住居
専用地域
(建ぺい率40％、
容積率80％)

風致地区(第２種)

市街化調整区域
用途地域無指定

風致地区(第２種)
※変更なし

現行都市計画 変更後都市計画

素案等の概要（区域区分・用途地域）
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３ 事務的変更

① 界線根拠のみを変更（地番界→現地杭界 等）

イメージ（例）

計 12箇所

《凡例》

変更後の線

変更前の線

素案等の概要（区域区分・用途地域）
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３ 事務的変更

② 計画図上、地番界となっている界線が、
実際の筆位置とズレているものの修正 など

（計画図の「表現」を修正するもので、実態上、界線の移動は
ない）

イメージ（例）
計 27箇所

《凡例》

変更後の線

変更前の線

素案等の概要（区域区分・用途地域）
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素案等の概要（都市再開発の方針）

１ 都市再開発の方針

２ １号市街地

３ ２項再開発促進地区

構 成
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素案等の概要（都市再開発の方針）

１ 都市再開発の方針

○ 鎌倉駅周辺地区

・古都の景観に配慮した駅前広場の整備、市庁舎現在地の利活用

等の都市基盤施設の整備を図る。

○ 大船駅周辺地区

・社会情勢やその時代に合った整備手法により土地の高度利用の

検討や都市基盤施設の整備を図る。

○ 深沢地域国鉄跡地周辺地区

・藤沢市村岡地区と連携を図りながら、新駅を中心としたスマー

トでコンパクトな未来志向かつ災害に強いまちづくりを推進す

るための都市基盤施設の整備を図る。

○ 既成市街地の鎌倉地域

・歴史的遺産等との調和を配慮しつつ都市基盤施設の整備を図る。



報告第１号 第８回線引き見直しに向けた取組状況について

令和６年度 第１回鎌倉市都市計画審議会 22

素案等の概要（都市再開発の方針）

２ 一号市街地

既成市街地のうち、持続可能な市街地形成を図る都市構造の実現に
向け、計画的な再開発が必要な市街地として、整備・改善を図ること
を目的に指定する。

①鎌倉駅周辺地区
（約121ha）

②大船駅周辺地区
（約288ha）

③深沢地域国鉄跡地
周辺地区

（約188ha）

《凡例》
１号市街地

③

②

①
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素案等の概要（都市再開発の方針）

３ ２項再開発促進地区

１号市街地のうち、特に一体的かつ総合的に市街地の再開発を促進
すべき相当規模の地区として、再開発の実現を図ることを目的に指定
する。

①鎌倉駅西口地区
（約0.5ha）

②大船駅東口地区

（約2.7ha）

③大船駅西口地区

（約2.0ha）

④深沢地区
（約31.1ha）

《凡例》
２項再開発
促進地区

①

②③

④
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素案等の概要（住宅市街地の方針）

構 成

１ 住宅市街地の開発整備の目標と整備開発の方針
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１ 住宅市街地の開発整備の目標と整備開発の方針

目標

・すぐれた歴史的・自然環境とゆとりある良好な住宅地で構成されて
おり、これら鎌倉らしさを維持発展させていく地域特性をいかした
住宅・住環境の保全と創造をめざす。

方針

○ 良好な住宅地の環境保全と景観形成

・住民との協働により環境保全と景観形成を推進する。

・都市基盤施設の整備、防災対策等により居住環境を整備する。

○ 都市型住宅建設の推進

・市街地開発事業と併せて都市型住宅の建設を推進する。

○ コミュニティの活性化

・あらゆる関係者が協働し、コミュニティの活性化を図る。

素案等の概要（住宅市街地の方針）
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Ⅰ 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針等の決定又は変更にあたっての基本方

針 

 

１ 基本方針策定の趣旨 

都市計画は、都市内の限られた土地資源を有効に配分し、建築敷地、基盤施設

用地、緑地・自然的環境を適正に配置することにより、農林漁業との健全な調和

を図りつつ、健康で文化的な都市生活及び機能的な都市活動を確保しようとする

ものであり、個々の都市計画がそれぞれの役割を的確に担いつつ、一体として総

合的に機能するものでなければならない。また、都市計画は、その目的の実現に

時間を要するものであることから、将来の見通しに基づき、長期的な安定性をも

って定められる必要がある。 

このため、都市計画法第６条の２の規定に基づき、県が一の市町村を超える広

域的見地から、区域区分をはじめとした都市計画の基本的な方針を定める、「都市

計画区域の整備、開発及び保全の方針」においては、県民に理解しやすい形で長

期的な視点に立った都市の将来像を明確にし、その実現に向けての大きな道筋を

明らかにしておくことが重要である。 

また、既存の市街地の再整備や新たな住宅市街地の整備を計画的に進めていく

ために、「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」とあわせて、都市再開発法

の規定による「都市再開発の方針」、大都市地域における住宅及び住宅地の供給の

促進に関する特別措置法（以下「大都市法」という。）の規定による「住宅市街地

の開発整備の方針」及び密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律

（以下「密集法」という。）の規定による「防災街区整備方針」を都市計画法第７

条の２の規定に基づき適切に定めることが重要である。 

少子高齢化・人口減少社会の本格化など社会経済情勢が変化し、気候変動の影

響などによる災害が激甚化・頻発化する中、これらの都市計画を定めるにあたっ

ては、まちづくりで主体的な役割を担う市町と、県全体の土地利用のあり方に関

する意識を共有しながら、十分な連携・調整を図ることが必要であることから、

次世代に引き継げる持続可能な魅力あふれる県土・都市づくりの実現に向けた県

の基本的な考え方として、「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針等の決定又

は変更にあたっての基本方針」を定め、本県における都市計画の方向性を示すも

のである。 

なお、本方針は指定都市には適用しないものの、都市計画区域の整備、開発及

び保全の方針等の決定又は変更にあたり、指定都市とは県全域に及ぶ広域的な課

題や方向性等の共有や調整に努めることとする。 

 

２ 見直しの目標年次 

見直しの目標年次は、2035（令和17）年とする。 
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３ 「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」に関する基本方針 

（１）都市計画の方針 

ア 基本認識 

（ア）少子高齢化の進行と人口減少社会の本格化 

本県の人口推計では、県の総人口が2020（令和２）年頃をピークに減少 

に転じると予測されている。今後、少子高齢化の進行、人口減少社会の本

格化や人口の地域的な偏在の拡大が見込まれており、この結果､生産性の

低下、高齢単身世帯の増加、地域における様々な活動の担い手の減少､都

市のスポンジ化などによる都市環境の悪化を招くとともに、コミュニティ

の維持を困難にさせることなども懸念される。 

（イ）気候変動、環境問題の顕在化 

気候変動の影響などにより、自然災害の発生などが顕在化しており、温

室効果ガス排出削減など気候変動への対応が国際的にも強く意識されて

いる。 

気候変動への取組みは、再生可能エネルギー利用など温室効果ガスの排

出を抑制する「脱炭素社会」の実現に向けた「緩和策」、現在及び将来予

測される影響に対処する豪雨・高潮対策などの「適応策」を地域の実情を

踏まえて計画的に進める必要がある。 

ヒートアイランド現象、里地里山の喪失、景観破壊など身近なレベルか

ら、地球温暖化、生物多様性の損失など地球規模に至るまで、様々な環境

問題が認識されている。 

（ウ）災害の激甚化・頻発化と安全・安心の意識の高まり 

近年、激甚な水災害が全国各地で発生しており、今後も気候変動の影響

による降雨量の増加などにより、更に風水害や土砂災害などが激甚化・頻

発化することが懸念されている。また、南海トラフ地震、首都直下地震な

どの切迫も懸念されている。 

このような災害に対しては、防災・減災対策をはじめ、防災意識社会の

構築や都市復興に備えた事前準備などに取り組んでいくことが求められ

ている。 

また、過去の災害による甚大な被害を教訓に、災害のおそれのある区域

の周知や警戒避難体制の整備を図るため、土砂災害、洪水、津波などの災

害ハザードエリアに関する法令整備が行われ、今後も災害ハザード情報の

充実が図られていくことが想定される。 

さらに、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、人々の生活様式、

働き方、暮らし方に対する意識や価値観が変化、多様化したことを受け、

働く場所や住む場所の選択肢を増やし、提供していくことが重要となって

きている。 
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（エ）国際化の進展と産業構造の転換 

情報通信技術（以下「ＩＣＴ」という。）の進展や高速交通網の充実な

どによって､人、モノ､情報が地域や国境を越えて自由に移動できるように

なり､産業や経済のグローバル化が進んでいる。 

また、今後、リニア中央新幹線の開業、羽田空港の機能強化、新東名高

速道路の開通などにより、首都圏の産業などを支える拠点としての重要性

が高まることが想定される。 

そのような中、ＩＣＴの高度化などによりテレワークの導入が進むなど

働き方が多様化するとともに、県民のライフスタイルはより一層多様化し

ていくことが想定される。 

（オ）新技術のまちづくりへの展開 

国が提唱しているSociety 5.0で実現する社会では、ＩｏＴ（Internet 

of Things）ですべての人とモノがつながり、様々な知識や情報が共有さ

れ、今までにない新たな価値を生み出すとされている。 

また、人工知能（AI）により、必要な情報が必要な時に提供されるよう

になるとともに、ロボットやドローン、自動運転車の技術、ＭａａＳ

（Mobility as a Service）といった新しい概念や最先端のテクノロジー

により、少子高齢化、地方の過疎化、環境問題などにより生じる諸課題へ

の対応が期待されている。 

（カ）既存ストックの老朽化、官民連携の進展 

道路や河川などの既存ストックの老朽化が進んでおり、維持管理・更新

に係る費用の増加などが懸念されている。一方、今後、人口減少などを背

景に厳しい財政状況・財政制約が続くことが懸念されている。 

また、地方分権改革の推進により市町村がまちづくりの主体になる一方、

九都県市や山梨・静岡・神奈川の３県による広域連携が進められるととも

に、民間資本を導入した官民連携による都市づくりが進展している。 

このため、既存ストックの効率的な維持管理や利活用、エリアマネジメ

ントなど多様な主体による都市づくり、持続可能な都市運営などが求めら

れている。 

（キ）都市における自然的環境の整備・保全 

都市における自然的環境は、植物とこれが存する空間と水系の複合機能

により美しい景観を形成し、温室効果ガスの発生やヒートアイランド現象

を緩和するとともに、災害時における避難路・避難場所等の形成や雨水の

貯留浸透機能の発揮など防災性を向上させ、また、人々が身近に親しめる

多様なレクリエーションや自然とのふれあいの場の創出、野生生物の生

息・生育環境を形成し、生物多様性の保全に貢献するなど、様々な役割を

果たしている。 

このような自然的環境については、グリーンインフラの考え方を踏まえ
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ながら、適切に整備・保全していくことが求められている。 

 

イ 基本理念 

今後の県土・都市づくりは、県民一人ひとりが生き生きとくらすことので

きる活動の場にふさわしい価値・持続性を高めた魅力あふれる機能と空間

を備える県土・都市づくりを目指し、かながわ都市マスタープランに掲げる

「地域の個性を伸ばし、活力と魅力あふれる強靱な都市 かながわ」を基本

理念とする。 

県土・都市づくりにあたっては、「環境共生」と「自立と連携」の２つの

県土・都市づくりの方向性を定め、県民・市町村との協働のもとに、総合的

かつ計画的な都市づくりを展開していくものとする。 

その際、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の理念を共有し、人口減少社会

の本格化などを踏まえて「質的向上・県土の適切な利用と管理」、「スマート

シティ化」、「ダイバーシティ（多様性）」、「レジリエンス（強靱性）」といっ

た観点を重視しつつ、民間活力の活用、特区制度との連携なども図りながら、

人を引きつける魅力あふれる都市づくりを進めていくものとする。また、地

域の個性を生かし、選択と集中の徹底による社会資本整備、ストック効果の

最大化、都市づくり関連制度の積極的な運用といった“都市を運営する”と

いった観点から進めることで、次の世代に引き継げる持続可能な魅力あふ

れる県土・都市づくりを実現していくものとする。 

 

ウ 都市計画の目標 

将来の県土・都市像である「地域の個性を伸ばし、活力と魅力あふれる強

靱な都市 かながわ」の実現に向けて、これまでに整備されてきた既存スト

ックを賢く使うとともに、AI、IoTなど技術の進展を生かし、脱炭素化にも

配慮しながら、地域の個性を磨きつつ地域の実情に応じてコンパクトで安

全性が高い都市づくりと交流と連携による活力と魅力あふれる都市づくり

を進め、安定・成熟した持続可能な社会とするため、次の目標を掲げて取り

組んでいくこととする。その際、アフターコロナにおける働き方・暮らし方

の多様化やデジタル技術の進展などの様々な社会の変化を都市づくりにお

いても柔軟に受け止めて対応するとともに、脱炭素、流域治水プロジェクト

の取組など県土で共通する広域的な課題についても共有しながら、都市づ

くりを進める必要がある。 

（ア）集約型都市構造の実現に向けた都市づくり 

本県では、これまで市街地の無秩序な拡大を防止してきており、市街地

の人口密度は比較的高く維持されていることから、直ちに人口減少による

都市構造の再編を要する段階にはない。しかしながら、今後本格化する少

子高齢化・人口減少社会に備え、長期的な視点に立って、集約すべき拠点
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の明示や市町による立地適正化計画などにより、引き続き、地域の実情に

応じた集約型都市構造化に向けた取組を進める。 

集約型都市構造の実現にあたっては、中心市街地を含めた既成市街地の

活力維持が必要となっていることから、地域の実情に応じた様々な手法を

活用しながら、拠点となる既成市街地の魅力向上を図るとともに、その効

果を高めるために拠点間や拠点と周辺地域を結ぶ交通ネットワークの確

保を常に意識しながら、脱炭素化にも資するまちづくりを進める。 

また、県全体の人口減少が見込まれる中にあっても、人口や産業の伸び

が見込まれる地域等においては、災害ハザードエリアを考慮しながら、集

約型都市構造化に寄与する区域に限定して新市街地の創出を図る。 

（イ）災害からいのちと暮らしを守る都市づくり 

激甚化・頻発化する災害に対応するため、市町による立地適正化計画の

策定過程などを通じて災害リスクの評価･分析を行い、集約型都市構造化

の取組とあわせて、災害リスクを踏まえたまちづくりを目指すものとする。

そのため、都市計画を定めるにあたっては、常に最新の災害ハザード情報

を十分に把握しておくことが重要である。 

さらに、各法令に基づく行為規制が行われている災害レッドゾーンにつ

いては、都市的土地利用を行わないことを基本的な考え方とし、県民のい

のちと暮らしを守るため、防災対策工事や避難体制の整備等のこれまでの

ハード対策・ソフト対策に加えて、土地利用の面からも防災・減災に取り

組む。 

（ウ）地域の個性や魅力を生かした活力ある都市づくり 

今後、人口減少社会が本格化する中にあっても、地方創生の観点から、

地域の活力を維持・形成していくことが求められていることから、豊かな

自然や歴史・文化、景観など地域の様々な個性や魅力を生かすとともに、

ライフスタイルの多様化など社会情勢の変化にも対応した活力ある都市

づくりに向けて、都市計画制度を活用しながら柔軟に対応していくものと

する。 

（エ）循環型、脱炭素型、自然共生型の都市づくり 

本県の豊かな自然は、地域の個性や魅力を形づくっているものの、気候

変動の影響や都市化の進展などにより、本来自然が有する浄化や循環など

の機能の低下が懸念され、地球温暖化対策などへの対応や自然的環境の整

備・保全の必要性が高まっている。このため、環境負荷の少ない循環型、

脱炭素型の社会を目指すとともに、自然と共生する持続可能で魅力ある都

市づくりに向けて、グリーンインフラの考え方も踏まえながら、防災・減

災、地域振興、環境など多面的な機能を有する都市内の農地や緑地等を適

切に整備・保全する。 
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（オ）広域的な視点を踏まえた都市づくり 

都市計画に関する決定権限が市町へ移譲され、広域的な課題に県と市町

が連携して取り組むことの必要性が高まっていることから、広域的な緑地

の配置や流域治水プロジェクトの取組など都市計画区域を超える課題や、

災害ハザードエリアにおける土地利用、脱炭素など各都市計画区域で共通

する課題については、広域的な都市の将来像を共有しながら、対応してい

くものとする。 

 

（２）区域区分の決定の有無及び区域区分を定める際の方針 

ア 区域区分の有無 

（ア）首都圏整備法第２条第４項に規定する近郊整備地帯 

都市計画法第７条第１項第１号イに基づき、区域区分を定めるものとす

る。 

（イ）その他の地域 

区域区分は、無秩序な市街化を防止し、計画的な市街化を図る必要があ

る区域を定めるもので、その設定にあたっては、当該都市計画区域の地形

その他の地理的条件、人口の増減及び分布の変化並びに今後の見通し、工

業、商業その他の産業の業況及び今後の土地需要の見通し、土地利用の現

況、災害のおそれのある区域、都市基盤の整備状況、大規模プロジェクト

等の有無等を勘案し、市街地の拡大の可能性、良好な環境を有する市街地

の形成及び緑地等自然的環境の整備又は保全への配慮の視点から、適切に

判断するものとする。 

 

イ 区域区分の方針 

（ア）基本認識 

本県における区域区分は、昭和45年に当初決定を行い、その後７回の見

直しを経て、現在に至っている。区域区分はこの間、市街地の無秩序な拡

大を計画的に制御し、スプロール化の防止や自然的環境の保全等に貢献す

るとともに、既成市街地の高度利用や土地区画整理事業等による計画的な

市街地形成に大きな役割を果たしてきたものである。 

このように区域区分は、都市計画の根幹を成すものであることから、そ

の見直しにあたっては、集約型都市構造化に向けた取組や災害リスクへの

対応を踏まえつつ、市街地の拡大の可能性、良好な環境を有する市街地の

形成及び緑地等の自然的環境の整備又は保全への配慮を十分に勘案し、

個々の都市計画が総体として、一体性を確保するように定める必要がある。 

（イ）基本理念 

区域区分の見直しは、多様な地域特性を踏まえ、市街地の量的な拡大を

計画的に制御するという従来からの役割に加え、都市全体の質的な充実に
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向けた方針を示すという役割を担う必要があることに配慮しつつ、都市計

画区域全域にわたる適正で合理的な土地利用の実現と効率的で質の高い

都市整備の推進を目的として行うものとする。 

（ウ）基本方針 

県の総合計画及びかながわ都市マスタープラン等の基本的方向並びに

都市計画基礎調査の集計解析結果等を勘案するとともに、都市計画法及び

都市再生特別措置法の改正などを踏まえ、次の方針に基づいて区域区分の

見直しを行うものとする。 

ａ 区域区分については、区域区分の設定又は変更の有無にかかわらず、

すべての都市計画区域について見直すものとする。 

ｂ 区域区分の見直しは、人口や産業の適正な配置による活力ある地域生

活圏の形成、自然的環境の保全及び農林漁業との調和、成熟社会に対応

した都市の再構築、環境と共生した持続可能な都市の形成を図りつつ、

安全で住みよく暮らしやすい生活環境の確保と、質の高い効率的な都市

整備の推進を目標として各都市の特性及び市街化の動向等を踏まえて

行うものとする。 

ｃ 市街化区域の土地については、市街地整備に関する地域別の構想を明

らかにするほか、立地適正化計画の策定を通じて居住・都市機能を誘導

する区域を明らかにすることなどにより、質の高い住環境の形成、防災

性の向上、既成市街地の高度利用、中心市街地の活性化、良好な市街地

環境の保全、低・未利用地の有効利用、都市機能の集約化、都市の脱炭

素化など、計画的な市街地整備の促進に努めるものとする。 

ｄ 市街化区域への編入は、自然的環境の保全と創造に配慮するとともに、

原則として、団地規模がおおむね10ヘクタール以上の集団的優良農用地

等を含めないなど、優良農用地の保全等の面から農林漁業との調和を図

りつつ行うこととし、計画的な市街地整備が確実な区域について行うも

のとする。 

ｅ 市街化区域の規模は、人口、世帯数及び産業等の長期的な見通し並び

に都市の将来像を踏まえ、新たな産業施策や都市施設の整備水準、良好

な市街地の形成などに配慮しつつ適正に想定するものとし、いたずらに

拡大することのないよう努めるものとする。 

ｆ 当該都市計画区域における人口や産業の推計から、目標年次において

必要とされる市街地の面積（フレーム）の一部を保留する制度を活用し、

計画的な市街地整備の具体化にあわせて、随時区域区分の見直しを行う

ことができるものとする。 

ｇ 優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域として、新たに市街化区域

に編入する場合又は保留区域を設定する場合にあっては、土砂、津波、

洪水等の災害リスクを勘案した上で、集約型都市構造化に寄与する区域
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を検討するとともに、秩序ある都市形成に支障を及ぼさないと認められ

る区域に限ることとする。 

また、あわせて中心市街地の活性化対策や既成市街地の再編整備、空

洞化対策等を検討し、都市再開発の方針等へ積極的に定めるものとする。 

ｈ 市街化調整区域の土地については、市街化の抑制を基調とし、既存集

落等における土地利用の実態等を踏まえ、地区計画等を活用しながら、

必要に応じてその適正化に努めるものとする。 

ｉ 市街化調整区域に接する傾斜地山林等の自然的環境が残された市街

化区域の土地で、計画的な市街地整備の予定がなく、当分の間市街化が

見込まれない場合は、自然的環境の保全の観点から、極力市街化調整区

域への編入を行うものとする。 

ｊ 市街化調整区域に接する市街化区域の土地で、各法令に基づく行為規

制が行われている災害レッドゾーンが含まれており、かつ、計画的な市

街地整備の予定がなく、当分の間市街化が見込まれない場合は、災害リ

スクを回避する観点から、地域の実情も踏まえ、調整が整ったところか

ら、市街化調整区域への編入を進めるものとする。 

ｋ 地域の実情に応じた集約型都市構造化に向けた取組を進めていく中

において、市街化区域内の市街地縁辺部に生じる未利用地は、土地利用

の適正化の観点から、必要に応じて、市街化調整区域への編入を行うも

のとする。 

 

（３）主要な都市計画の決定の方針 

「地域の個性を伸ばし、活力と魅力あふれる強靭な都市 かながわ」を実現

するため、「環境と共生した安全性の高い県土の形成」と「自立と連携による活

力と魅力あふれる県土の形成」の２つを県土・都市づくりの方向性として、都

市づくりの各施策を総合的、一体的に展開していくものとする。 

施策展開にあたっては、選択と集中による社会資本整備、他の都市計画区域

との広域調整、関連部局と連携した横断的な検討による防災機能の強化、既成

市街地の再編、都市機能の集約及び交通ネットワークの充実を図るものとする。 

ア 土地利用に関する主要な都市計画の決定の方針 

（ア）市街化区域の土地利用の方針 

市街化区域については、広域都市計画圏域及び都市計画区域における将

来の都市像を踏まえ、各都市計画区域における今後の土地利用の方向性を

検討し、計画的な市街地整備を推進するものとする。 

この際、かながわ都市マスタープランに位置付けられた都市拠点等の整

備の推進、市町村マスタープランに基づく拠点整備の推進に配慮し、地域

の個性と魅力を伸ばすとともに、これらの拠点形成に必要な都市機能を誘

導するなど、集約型都市構造化に向けた土地利用を図るものとする。さら
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に、市街地に残された自然的環境や都市景観を保全するとともに、緑の創

出等にも配慮しながら、環境と共生した都市づくりを目指すものとする。 

これらの土地利用にあたっては、神奈川県土地利用基本計画などの総合

的な土地利用計画に基づき、農地を含む自然的土地利用と都市的土地利用

との調和が図られるように計画するものとする。さらに、市町による立地

適正化計画の策定過程などを通じて、災害リスクの評価・分析を行ったう

えで、災害ハザードエリアで今後も都市的土地利用を行う必要がある区域

は、地域の実情に応じて、ハードやソフトの防災・減災対策を通じて災害

リスクの低減を図るものとし、用途地域や地区計画などの都市計画の活用

も視野に入れながら、対応していくものとする。 

また、広域的な緑地の配置、流域治水プロジェクトの取組、産業施設の

戦略的立地などの広域的な視点に配慮しつつ、市街地の地域特性に応じた、

きめ細やかな土地利用の規制・誘導、空き地などの低・未利用地の有効活

用、大規模集客施設の立地誘導、災害リスクを踏まえた土地利用、都市の

脱炭素化などを積極的に検討し、用途地域をはじめとした地域地区を適切

に活用しながら、都市機能の維持・向上に努めるものとする。 

なお、非線引き都市計画区域内の用途地域が定められている区域におけ

る土地利用の方針については、この「市街化区域の土地利用の方針」によ

るものとする。 

（イ）市街化調整区域の土地利用の方針 

市街化調整区域については、市街化の抑制を基調とし、農林漁業との調

和を図り、良好な自然環境の保全を図るものとする。 

また、農地を含む自然的土地利用と都市的土地利用の混在、幹線道路沿

道における無秩序な施設立地、農村集落の活力の低下や自然環境の喪失な

どの課題がある若しくは課題が発生すると予測される地域については、災

害リスクも考慮したうえで、地区計画等の活用により、農地や緑地等が有

する生態系機能にも配慮した自然的環境の保全と市街化調整区域の性格

の範囲内での一定の都市的土地利用を一体的に図っていくなど、地域の実

情に応じた、きめ細かな土地利用の整序を図るものとする。 

（ウ）用途地域無指定区域の土地利用の方針 

非線引き都市計画区域内の用途地域無指定区域については、優良な農地

など農林漁業との健全な調和を図るとともに、良好な自然的環境の保全・

活用を図るものとする。 

また、計画的な都市的土地利用の実現を図る場合には、特定地域土地利

用計画との整合のもと、良好な地域景観や生活環境を維持するとともに、

周辺の自然的環境にも配慮し、災害リスクも考慮したうえで、農林漁業と

調和したゆとりある集落の形成のため、用途地域、地区計画、特定用途制

限地域等を定めるなど、計画的かつ適正な土地利用を図るものとする。 
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イ 都市施設の整備に関する主要な都市計画の決定の方針 

都市を取り巻く社会経済状況が大きく変化していくなか、交通ネットワ

ークの充実など都市施設の整備にあたっては、広域都市計画圏域の目指す

べき都市像を踏まえるとともに、集約型都市構造化に向けた土地利用と整

合を図る必要がある。 

個々の都市施設の整備にあたっては、今後の人口減少、高齢化、投資余力

の低下等を踏まえ、産業、環境、防災等の広域的課題への対応など、重要性

や緊急性などを考慮しつつ、地域の個性や魅力を伸ばすため、選択と集中に

よる整備を進めるものとする。 

また、都市施設の整備にあたっては、環境負荷の低減やグリーンインフラ

の活用なども考慮しながら、関連施策と連携を図るものとする。 

さらに、都市計画決定後、長期にわたり事業に着手していない都市計画施

設が存在することを踏まえ、都市全体における都市計画施設について、社会

経済状況の変化に的確に対応するよう、適時適切な見直しを図るものとす

る。 

 

ウ 市街地開発事業に関する主要な都市計画の決定の方針 

中心市街地の活性化、質の高い住環境の形成及び優良な住宅の供給、密集

市街地の整備改善、産業系市街地の創出及び災害に強い都市構造の形成な

どに向けて、都市基盤整備と連携した計画的な市街地整備を図るものとす

る。 

また、市街地開発事業とともに、任意建替、リノベーション、公共交通や

歩行者空間の充実、公共空間の再構築・利活用、エリアマネジメント活動な

どの多様な手法を組み合わせながら、「居心地が良く歩きたくなる」まちな

かを創出し、魅力的なまちづくりを進めるものとする。 

さらに、高齢者や障害者など、だれもが自由に活動できるノーマライゼー

ションの理念に基づいたユニバーサルデザインの施設整備、都市の脱炭素

化の推進、市街地内緑地の保全・活用など、既存ストックを最大限活用しな

がら、人と環境にやさしい市街地の整備を図るものとする。 

なお、市街地整備の実施にあたっては、良好な市街地環境の形成を図るた

め、特別用途地区、高度利用地区及び地区計画等を積極的に活用するものと

し、必要に応じて適切な用途地域への変更を行うものとする。 

さらに、都市計画決定後、長期にわたり事業に着手していない市街地開発

事業が存在することを踏まえ、社会経済状況の変化に的確に対応するよう、

適時適切な見直しを図るものとする。 

 

エ 自然的環境の整備又は保全に関する主要な都市計画の決定の方針 

循環型、脱炭素型、自然共生型の都市づくりを実現するため、都市の単位
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である都市計画区域を超え、更には、広域都市計画圏域をも超える河川流域

や丘陵地の連なりにも着目し、水とみどりのネットワークの形成や、公園緑

地等の都市施設の適切な配置などを示し、災害リスクの低減、生物多様性の

向上、コミュニティの創出などの多面的な効果が期待されるグリーンイン

フラの活用なども考慮しながら、計画的な自然的環境の整備又は保全に努

めるものとする。この際、都市緑地法に基づく緑の基本計画等との整合性に

配慮し、主要な緑地の配置の方針や確保目標等を適切に定めるものとする。 

 

（４）都市防災に関する都市計画の決定の方針 

都市防災は、火災、地震、浸水、津波などへの対応を検討するとともに、そ

れらの複合災害についても配慮する必要があり、災害リスクの評価・分析を

行ったうえで、地域の実情に応じた土地利用規制やグリーンインフラの活用

など、ハード対策とソフト対策による多面的かつ総合的な防災・減災対策を

行うことが必要である。 

また、大規模な地震災害や最大クラスの津波災害などへの備えとして、あ

らかじめ都市復興に係る事前の取組を推進する必要がある。 

こうしたことから、地域防災計画や都市防災基本計画等を踏まえつつ、次

に掲げる視点から安全、安心な都市づくりを推進するものとする。 

 

ア 火災対策 

公園、緑地、道路等の延焼防止機能を持つ空間の確保、木造密集市街地の

整備改善、建築物の不燃化等により、延焼防止対策を推進するものとする。 

 

イ 地震対策 

老朽建築物の建替え促進、並びに都市公園、道路及び河川その他の都市施

設の整備推進、ライフラインの耐震化等、様々な観点から総合的に地震対策

を推進するものとする。 

 

ウ 土砂災害対策 

対策工事等のハード整備や避難対策、居住機能の誘導などのソフト施策

に取り組むなど、ハード・ソフトの両面から対応するとともに、計画的な土

地利用の推進などにより、土砂災害による被害を未然に防止する対策を推

進するものとする。 

 

エ 浸水対策 

河川のはん濫を防ぐための河川整備、内水のはん濫を防ぐための下水道

整備及び計画的な土地利用の推進などにより、流域全体で総合的な浸水対

策を推進するものとする。 
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オ 津波対策 

最大クラスの津波には、いのちを守ることを最優先とし、自助・共助・公

助による減災の考えを基本として、総合的な津波対策を推進するものとす

る。 

また、内陸地域から被災地域への応援などを視野に入れて、県全体での広

域的な対策を推進するものとする。 

数十年から百数十年に一回程度発生する規模の津波には、海岸保全施設

で防ぐことを基本に津波対策を推進するものとする。 

 

４ 「都市再開発の方針」に関する基本方針 

都市計画区域の整備、開発及び保全の方針において示された当該都市の将来像

と現況の土地利用が著しく異なる地区や、低・未利用地など土地の合理的な高度

利用を図るべき地区など、計画的な再開発が必要な市街地のうち、特に一体的か

つ総合的に再開発を促進すべき地区について、都市再開発の方針を積極的に定め

るものとする。 

また、市街地再開発事業を予定する地区だけでなく、土地区画整理事業、公共

施設整備等の各種事業や再開発等促進区を定める地区計画等の活用を検討する地

区においても、同様とする。 

都市再開発の方針を定めるにあたっては、中心市街地の活性化、木造密集市街

地の整備改善、都市の脱炭素化、災害リスク及び集約型都市構造化に向けた取組

などに配慮するものとする。 

なお、既に都市再開発の方針を策定済みの都市計画区域においては、その内容

を事業の進捗等を踏まえて見直すとともに、未策定の都市計画区域においては積

極的に定めるよう努めるものとする。 

 

５ 「住宅市街地の開発整備の方針」に関する基本方針 

良好な住宅市街地の整備又は開発を推進し、良好な居住環境の整備改善等を図

るため、大都市法に基づく住宅市街地の開発整備の方針を適切に定めるものとす

る。その際、都市の脱炭素化、災害リスク、集約型都市構造化、空き家・空き地

対策、居住コミュニティの創出・再生に向けた多世代居住のまちづくりなどに配

慮するものとする。 

既に住宅市街地の開発整備の方針を策定済みの都市計画区域においては、その

内容を事業の進捗等を踏まえて見直し、未策定の都市計画区域においては、積極

的に定めるよう努めるものとする。 

なお、住宅市街地の開発整備の方針を決定又は変更する場合には、住宅・宅地

担当部局だけでなく、農林部局や道路整備計画等との調整の観点から道路管理者

とも事前に調整を行うものとする。 
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６ 「防災街区整備方針」に関する基本方針 

密集市街地について計画的な再開発又は開発整備により防災に関する機能の確

保が必要とされる場合には、防災街区整備方針を定めるものとする。 

既に防災街区整備方針を策定済みの都市計画区域においては、その内容を事業

の進捗等を踏まえて見直すとともに、未策定の都市計画区域においては、市街地

区域内の密集市街地について、計画的な再開発や開発整備を進めるために当該方

針を定めるよう努めるものとする。 

防災街区整備方針を定めるにあたっては、区域の防災機能の確保の観点から、

必要に応じて、防火地域等をあわせて指定することを検討するとともに、地域防

災計画との調整の観点から地域防災計画担当部局と十分調整を行うものとする。 

また、防災再開発促進地区の指定にあたっては、密集法に基づく建替計画の認

定や延焼等危険建築物に対する除却勧告等、さらには密集住宅市街地整備促進事

業等による地区の整備と密接に関連することから、住宅・建築担当部局と調整す

るとともに、火災・災害対策との調整の観点から当該地区を管轄する消防長とも

十分調整を行うものとする。  
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Ⅱ 区域区分の決定又は変更にあたっての基本的基準 

 

１ 見直しの目標年次 

見直しの目標年次は、2035（令和17）年とする。 

 

２ 区域区分の見直しに関する基本的基準 

区域区分の見直しは、「Ⅰ 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針等の決定

又は変更にあたっての基本方針」３（２）イ「区域区分の方針」を踏まえ、次の

（１）から（５）の基準に基づき、行うものとする。 

なお、本基準は指定都市には適用しない。 

（１）市街化区域の規模 

市街化区域の規模は、当該都市計画区域の目標年次の人口、世帯及び産業等

の見通しに基づき、次に掲げる措置により、住宅用地、工業用地及びその他の

用地の必要面積を想定し、その範囲内で設定するものとする。 

なお、その他の用地とは、建築敷地となる住宅用地や工業用地以外の道路、

公園、緑地等の都市施設用地、公共施設用地、商業用地などの用地とする。 

ア 住宅用地及びその他の用地の規模の想定にあたっては、既成市街地の人口

密度、世帯人員、土地利用の現況、地形その他の地理的条件等を勘案すると

ともに、集約型都市構造化及び地域の実情に配慮した適正な将来人口密度等

を想定して行うものとする。 

イ 工業用地及びその他の用地の規模の想定にあたっては、既成市街地の土地

利用の現況、地形その他の地理的条件等を勘案するとともに、集約型都市構

造化、当該都市計画区域及びその周辺における工業用地等の需要の動向及び

新たな産業施策を考慮し、今後必要となる規模の工業生産及び流通業務、そ

の他の産業活動が円滑に行われるよう配慮するものとする。 

 

（２）市街化区域への即時編入 

区域区分の見直しに際して、市街化調整区域を市街化区域に編入するにあた

っては、次の基準に基づき、農林漁業との必要な調整を行った上、区域区分の

変更を行うものとする。 

ア 「すでに市街地を形成している区域（既成市街地）」として市街化区域に編

入できる区域は、（ア）に該当し、かつ、（イ）から（エ）のいずれかに該当す

る区域とする。 

（ア）既決定の市街化区域に接する区域 

（イ）令和２年国勢調査により人口集中地区になっている区域（建築物の建っ

ていない区域は除く。） 

（ウ）既に開発整備された区域で、地区計画の決定等によりその環境が保全さ

れると認められる区域 
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（エ）道路整備、河川改修等により、区域決定境界の地形地物等が変更された

区域 

イ 「優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域（新市街地）」として市街化区

域に編入できる区域は、次のすべてに該当する区域とする。 

ただし、新市街地としての市街化区域への編入については、前記（１）で設

定した市街化区域の規模が、既決定の市街化区域の面積を超えている場合に

行うものとする。 

なお、他の基準に基づく区域区分の変更をあわせて行う場合には、当該変

更による面積の増減を反映させた面積を、既決定の市街化区域の面積とみな

すものとする。 

さらに、計画的な市街地整備を担保するため、目標年次における必要な市

街化区域の面積のすべてを市街化区域に編入することは要しないものとし、

その一部を保留することができるものとする。その場合の基準は別途（４）で

定める。 

（ア）既決定の市街化区域に接する区域 

（イ）市町村マスタープラン等にその必要性が位置付けられている区域 

（ウ）土地区画整理事業や開発行為等、計画的な市街地整備が確実に行われる

区域 

（エ）周辺の都市化の状況、都市施設の整備状況、土地利用の状況等を勘案し、

住宅用地及びその他の用地にあっては駅等の拠点周辺地域、工業用地及び

その他の用地にあってはインターチェンジ周辺の幹線道路沿道など、その

位置が当該都市計画区域の適正かつ合理的な土地利用の実現、効率的で質

の高い都市整備の推進及び集約型都市構造化に寄与すると認められる区域 

（オ）原則として、団地規模がおおむね10ヘクタール以上の集団的優良農用地

等を含まないこと。 

（カ）原則として、土砂災害特別警戒区域、津波災害特別警戒区域、災害危険

区域、地すべり防止区域、急傾斜地崩壊危険区域及び浸水被害防止区域を

含まないこと。 

ウ 既決定の市街化区域に接していない区域（以下「飛地」という。）を市街化

区域に編入しようとする場合については、次のいずれかに該当する場合に限

り、前記ア（ア）及びイ（ア）の規定を適用しない。 

（ア）土地区画整理事業や開発行為等、計画的な市街地整備が確実に行われる

区域又はこれらの区域とその周辺の既存集落を一体とした区域で、その面

積がおおむね50ヘクタール以上である場合 

（イ）前記ア（ウ）に該当する区域で、その面積がおおむね50ヘクタール以上

である場合 

（ウ）前記（ア）及び（イ）の規定にかかわらず、当該区域の住宅用地及び工 

業用地の適地としての特性を勘案し、県土の合理的利用を確保するために
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必要な場合であって、かつ、次に掲げる要件のいずれかに該当する区域に

ついては、20ヘクタール以上を目途として市街化区域に編入できるものと

する。 

なお、当該区域と一体的に市街地を形成することとなる、計画的な市街地

整備が確実に行われる区域をあわせて市街化区域に編入する場合は、その

面積の合計が20ヘクタール以上を目途とする。 

ａ インターチェンジ、鉄道新駅、大学等の公共公益施設（都市施設となる

ものについては都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に位置付けら

れたものに限る。）と一体となる住居、工業、研究業務、流通業務等の適

地で計画的な市街地整備が確実に行われる区域 

ｂ 鉄道既存駅周辺、温泉その他の観光資源の周辺の既に市街地が形成さ

れている区域で、計画的な市街地整備が確実に行われる区域 

ｃ 役場周辺又は旧役場周辺であって公共公益施設とともに既に市街地が

形成されている区域で、計画的な市街地整備が確実に行われる区域 

ｄ インターチェンジ周辺の整備済み又は整備中の幹線道路沿道で、工業

用地及びその他の用地としての計画的な市街地整備が確実に行われる区

域 

エ ア及びイに掲げる区域のほか、市街化区域に編入できる区域は、公有水面

埋立法による埋立地のうち、竣功認可を了した区域とする。（港湾区域内にお

ける埋立地にあっては、竣功認可をおおむね３年以内に受けることが確実で

ある区域を含む。また、農用地造成を目的としたものを除く。） 

 

（３）市街化調整区域への即時編入 

次のアからウの全てに該当し、かつ、エからカのいずれかに該当する区域及

び前記（２）ア（エ）に該当する区域については、市街化調整区域に編入でき

るものとする。 

なお、計画的な市街地整備を前提として市街化区域に編入したものの、社会

経済情勢の変化等により、市街地整備の見通しが立たない区域についても同様

とする。 

ア 上位計画においてその方向性が位置づけられている区域 

イ 既決定の市街化調整区域に接する区域 

ただし、周辺地域の計画的市街地形成に支障がない規模として、おおむね

５ヘクタール以上（農地にあっては２ヘクタール以上）の区域にあってはこ

の限りではない。 

ウ 当該区域周辺の市街化区域において、一体的かつ計画的市街地整備を図る

うえで支障を及ぼさない区域 

エ 現に市街化されておらず計画的な市街地整備の見通しのない区域で、当分

の間営農が継続されることが確実である農地、又は傾斜地山林等の自然的環



17 

境が残された土地の区域 

オ 各法令に基づく行為規制が行われている災害レッドゾーンで、将来的に都

市的土地利用を行う見通しがない区域 

カ 将来的に都市的土地利用を行う見通しがなく、集約型都市構造化に寄与す

ると認められる未利用地の区域 

 

（４）市街化区域への編入を保留する場合（保留フレーム方式） 

前記（２）イの規定により目標年次に必要とされる市街化区域の一部を保留

する場合の基準は、次のとおりとし、原則として特定保留区域に位置づけるも

のとする。 

ア 特定保留区域を設定する場合 

次のすべてに該当すること。 

（ア）市町村マスタープラン等に位置づけがあり、かつ、都市計画区域の整備、

開発及び保全の方針に位置づけること。 

（イ）計画的な市街地整備の位置及び区域が明らかであること。 

（ウ）周辺の都市化の状況、都市施設の整備状況、土地利用の状況等を勘案し、

住宅用地及びその他の用地にあっては駅等の拠点周辺地域、工業用地及び

その他の用地にあってはインターチェンジ周辺の幹線道路沿道など、その

位置が当該都市計画区域の適正かつ合理的な土地利用の実現、効率的で質

の高い都市整備の推進及び集約型都市構造化に寄与すると認められる地域

であること。 

（エ）既決定の市街化区域に接する一団のまとまりのある土地の区域であるこ

と。 

ただし、前記（２）ウの基準に該当する飛地の場合は、既決定の市街化区

域に接することを要しない。 

（オ）既に計画的な市街地整備の検討が行われており、地権者のおおむねの同

意が得られていること。 

（カ）農林漁業との必要な調整が図られていること。 

（キ）原則として、団地規模がおおむね10ヘクタール以上の集団的優良農用地

等を含まないこと。 

（ク）原則として、土砂災害特別警戒区域、津波災害特別警戒区域、災害危険

区域、地すべり防止区域、急傾斜地崩壊危険区域及び浸水被害防止区域を

含まないこと。 

イ 例外的に一般保留フレームを設定する場合 

ア（イ）及び（オ）の基準には該当しないものの、県及び当該市町が必要と

認め、そのおおむねの地域が適切であると県が判断した場合に限り、一般保留

フレームを設定できるものとする。 

この場合においても、上記ア（ウ）の基準に適合するよう、都市計画区域の
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整備、開発及び保全の方針にそのおおむねの地域を位置づけ、さらにその必要

性、土地利用の方向性等についても位置づけること。 

 

（５）区域区分の随時見直し 

ア 保留区域等の市街化区域への編入にあたっては、次の基準に基づき、随時、

区域区分の変更を行うことができるものとする。 

（ア）特定保留区域については、土地区画整理事業等の計画的な市街地整備の

見通しが明らかであり、農林漁業との必要な調整を了した区域を市街化区

域に編入できるものとする。 

なお、原則として、設定した特定保留区域の全域を一括して市街化区域に

編入するものとする。 

ただし、特段のやむを得ない事情により段階的に市街化区域への編入を

行う場合は、次の全てに該当すること。 

ａ 特定保留区域の全体の整備計画が定められており、目標年次までに全

域の市街化区域編入が完了すると見込まれること。 

ｂ 先行的に市街化区域に編入しようとする区域（以下「先行区域」という。）

は、既決定の市街化区域に接するおおむね５ヘクタール以上の区域とす

る。ただし、当該特定保留区域が飛地として設定されたものである場合に

は、先行区域が前記（２）ウの基準に該当するものであること。 

ｃ 先行区域の区域界は、原則として都市施設又は幅員９メートル以上の

主要街路とする。 

ｄ 先行区域内における公共施設の整備水準は、先行区域の面積に応じて

適切に定めるとともに、特定保留区域の全体の整備計画とも整合が図ら

れたものとする。 

（イ）一般保留フレームについては、そのフレームの範囲内において、次のす

べてに該当する区域を市街化区域に編入できるものとする。 

ａ 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に位置づけられたおおむね

の地域の内、その位置が当該都市計画区域の適正かつ合理的な土地利用

の実現、効率的で質の高い都市整備の推進及び集約型都市構造化に寄与

する区域 

ｂ 既決定の市街化区域に接する区域又は飛地の場合には、前記（２）ウの

基準に該当する区域で、相当程度の規模を有している区域 

ｃ 土地区画整理事業等の計画的な市街地整備の見通しが明らかであり、

農林漁業との必要な調整を了した区域 

イ 前記（２）エの基準に該当し、必要な調整を了した区域については市街化

区域に編入できるものとする。 

ウ 前記（３）に該当する区域で、都市計画区域の整備、開発及び保全の方針

に位置付けがあり、農林漁業との必要な調整を了した区域については、市街
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化調整区域に編入できるものとする。 

 

（６）留意事項等 

ア 市街化調整区域を市街化区域に編入するにあたっては、かながわ都市マス

タープラン等を踏まえ、将来にわたって保全すべき傾斜地山林等の自然的環

境が残された土地について配慮するものとする。 

イ 市街化調整区域を市街化区域に編入するにあたっては、目標とする市街地

像にふさわしい土地利用を誘導するため、用途地域を適切に指定し、地区計

画の活用に努めるとともに、必要に応じて特別用途地区等の地域地区や都市

施設を適切に定めるものとする。 

ウ 市街化区域を市街化調整区域に編入するにあたっては、その目的にあわせ

て、用途地域の変更、特別緑地保全地区の指定などを適切に行うものとする。 



第８回線引き見直しにおける基本的基準の概要 

 
 

１ 趣旨 

  県では、計画的な市街地の形成を図り、持続可能な魅力ある県土づくりを目指すため、

「線引き見直し」（【用語解説】参照）を定期的に行っています。 

「基本的基準」は、定期的な見直しに当たり、県の基本的な考え方や見直しの基準を示

すものであり、このたび、第８回線引き見直しに向けて、社会経済情勢の変化を踏まえる

とともに、学識経験者や市町の意見を聞いた上で、この基準を策定しました。 

 

２ 基本的基準の構成 
基本的基準の構成は、次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
３ 基本的基準の主な内容 

 

 

目標年次や都市計画の目標のほか、これを踏まえた主要な都市計画の決定の方針などを

示しています。 
 

○ 目標年次 

第８回線引き見直しの目標年次は、2035（令和 17）年とする。 

○ 都市計画の目標 

ア 集約型都市構造の実現に向けた都市づくり 

本格化する少子高齢化・人口減少社会に備え、引き続き、地域の実情に応じた集約型 

都市構造化に向けて取組を進める。 

イ 災害からいのちと暮らしを守る都市づくり 

災害リスクの評価・分析を行い、災害リスクを踏まえた都市づくりを目指すととも

に、土地利用の面からも防災・減災に取り組む。 

ウ 地域の個性や魅力を生かした活力ある都市づくり 

コロナを契機としたライフスタイルの多様化など、社会情勢の変化に対応し、地域の

個性・魅力を生かした活力ある都市づくりを目指す。 

エ 循環型、脱炭素型、自然共生型の都市づくり 

自然的環境を適切に整備・保全し、環境負荷の少ない、自然と共生した持続可能で魅 

力ある都市づくりを目指す。 

 

整開保等の決定又は変更する際の方針 

・都市計画の目標 

・主要な都市計画の決定の方針 等を規定 

 

区域区分を行うための技術基準 

・市街化区域への編入基準 

・市街化調整区域への編入基準 等を規定 

Ⅰ 整開保等の基本方針 Ⅱ 区域区分の基準 

基 本 的 基 準 

Ⅰ 整開保等の基本方針 



オ 広域的な視点を踏まえた都市づくり 

都市計画区域を超える広域的な課題等については、県と市町が連携して、将来の都市

像を共有しながら対応する。 

 

 

 

市街化区域や市街化調整区域への編入基準などを示しています。 
 

○ 市街化区域に編入できる区域 

・目標年次における人口や産業の見通し等に基づき、計画的な市街化が図られる区域 

（集約型都市構造化に資する区域に限定） 

・既に開発整備されていることなどにより、既に市街地を形成している区域 など 

○ 市街化調整区域に編入できる区域 

・営農が継続されることが確実な農地や傾斜地山林等の自然的環境が残された区域 

・将来的に都市的土地利用を行う見通しがない災害リスクの高い区域 など 

 

※ その他、位置及び規模など一定の条件を満たす必要があります。 

 
 
 
 

 

【用語解説】 

■線引き見直しとは■ 

線引き見直しは、おおむね 10 年後の将来人口予測のもと、都市計画区域について「都市

計画区域の整備、開発及び保全の方針」（整開保※1）などを都市計画に定め、無秩序な市街

化を防止するため、都市計画区域を市街化区域と市街化調整区域に区分する（区域区分※2）

ものです。県では、これまで昭和 45 年の当初線引き以降、平成 28 年までに７回の見直し

を行っています。 

 

※１ 整開保 

都市計画の目標、区域区分の決定の有無、主要な都市計画（土地利用、道路や公園等の都市施設整備、 

自然的環境の保全など）の決定の方針などを定める都市計画です。 

※２ 区域区分 

    無秩序にまちが広がらないように、一定のルールに 

基づいて建物の建築などを制限していくため、 

都市計画区域をすでに市街地になっている区域や 

計画的に市街化していく区域である「市街化区域」と 

市街化を抑制する区域である「市街化調整区域」の 

２つに区分する都市計画です。 

【 ご注意 】 
政令指定都市（横浜市、川崎市及び相模原市）は、線引き見直しに係る都市計画決定権限を  

有していることから、政令指定都市にこの基本的基準は適用しません。 

区域区分（線引き） 

市街化区域 市街化調整区域 

Ⅱ 区域区分の基準 
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